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研究成果の概要（和文）：本研究は大学体育授業で自己成長を促すため、挑戦的課題達成型の授業プログラムを
開発し、その効果を明らかにするとともに、体育授業による自己成長の仮説モデルの検証を行うことを目的とし
たものである。仮説モデルは主観的恩恵の獲得が新たな気づきを生みポジティブ徳性(人間の強み)を向上させる
というものである。仮説検証のため体育授業版の主観的恩恵尺度、気づき尺度、ポジティブ徳性尺度の3つの尺
度を開発した。これらの指標を用いて、気づきを媒介変数とした挑戦的課題達成型授業による自己成長を促す仮
説モデルを検証することができた。加えて、学期末に主観的恩恵、気づき、ポジティブ徳性の向上がみられるこ
とが明らかにされた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to develop an educational program, to clarify 
its effects, and to test its hypothesis model in order to enhance students’ self-growth through 
university physical education in which students try to achieve some challenging tasks. The 
hypothesis model was designed so that the acquisition of perceived benefits would create new 
awareness and develop positive virtue (human character strength) in the minds of the students. 
   In order to test this hypothesis, three scales were developed: a physical education lesson 
version of the Perceived Benet Scale, the Awareness Scale, and the Positive Virtue Scale . Using 
these three scales, we were able to test the hypothesis model that encourages self-growth of the 
students by providing students with a type of class to achieve challenging tasks with awareness as a
 mediator.  In addition, it was confirmed that improvement of perceived benefits, awareness, and 
positive virtue could be observed in students after a semester.

研究分野： スポーツ心理学、運動心理学

キーワード： 挑戦的課題達成型体育授業　ポジティブ心理学　ポジティブ徳性　モデル構築　主観的恩恵　気づき　
行動理論　行動変容技法

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　大学体育授業の教育目標として、技能向上、健康・体力向上、運動に対する好意的態度形成などを掲げる大学
は多いが、これらの教育目標は体育授業の恩恵を表したものである。本研究では、体育教育の目的を自己成長と
し、その指標としてポジティブ心理学の研究領域のポジティブ徳性とした。挑戦的課題達成型授業プログラムを
開発し、その効果を恩恵、気づき、ポジティブ徳性というメカニズムで捉えモデルの検証を行った。
　このような体育授業研究の例はなく、大学体育授業で人間的な成長を図れるモデルを構築したことから、新た
に大学体育教育の目的・目標をを見出すことができ、学術的意義と社会的意義はきわめて高いといえる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
本プロジェクト研究の科研費による大学体育授業研究は，平成 6 年（2004 年）からスタート

しており，大学体育授業の教育成果を主張できるようなエビデンスを蓄積するということから，

今日の学生にみられるメンタルヘルスの悪化，コミュニケーションスキルの低下，体力の低下に

鑑み，これらの心理，社会，身体的な健康問題に対処しうる独創的な体育授業プログラムの開発

とその効果検証の授業研究を行った．しかし，小・中学校の体育授業研究との差異を図りより高

い効果をもたらすため，健康づくりの介入プログラムで用いられていた行動科学に基づく行動

変容技法を導入し，理論・モデルベースに体育授業における健康問題に対する効果検証に取り組

んだ．しかし，学生の健康問題に対処することが大学体育の目的なのか，人間教育を行うことが

重要ではないかということが議論となり，「自己成長」をキーワードとして，自己成長を育む大

学体育を模索することにした．共同研究者の根上優氏が「魅力」「価値」「冒険・挑戦」からなる

授業プログラムづくりの三元論的相互干渉モデルを構築したので，このモデルに準拠し自己成

長を図る授業プログラムの開発を行った．しかし，学内の体育授業で「冒険・挑戦」を含む授業

の設定は容易ではなく，しかも自己成長を具体化するところまではできなかった．このように，

授業研究は紆余曲折しながら進展してきた背景がある． 

  
２．研究の目的 
この 3 か年間は「挑戦的課題達成型授業」を掲げ，挑戦的な目標設定とその達成を図ることに

よって自己成長を促す授業を展開することにし，自己成長も近年台頭しているポジティブ心理

学におけるポジティブ徳性（強み，長所）とした．また，大学体育授業による自己成長モデルを

構築するため，仮説的に挑戦的課題達成型授業→恩恵→気づき→ポジティブ徳性というメカニ

ズムを考え，これを検証することとした．気づきはささやかな自己成長であり，恩恵とポジティ

ブ徳性を繋が媒介変数とした．このため，体育授業版恩恵尺度，気づき尺度，ポジティブ徳性尺

度を開発することとした．このことは，大学体育は健康教育やスキル教育を目的とするのではな

く，それらをとおして人間教育を行うことを意味し，その方法論を確立することを目的とした． 

 

３．研究の方法 

 研究は理論構築班，授業介入班，尺度開発班にメンバーをグループ化して進めた．理論構築班

は自己成長を育む大学体育授業のモデル構築を試みた．授業介入班は主に介入法として行動科

学に基づく行動変容技法（目標設定法，モニタリングなど）を開発した．尺度開発班は 3グルー

プに分かれ，体育授業版恩恵尺度，気づき尺度，ポジティブ徳性尺度の開発を行った．授業の効

果は事前・事後の尺度得点の変化で評価し，各メンバーが自らの授業を用いて効果検証を行った． 

 

４．研究成果 

  大学体育授業による自己成長のモデルを作成するため，体育授業用特有の主観的恩恵尺度（5

因子 25 項目），気づき尺度（3 因子 12 項目），ポジティブ徳性尺度（1 因子 24 項目）の 3 種類の

尺度を開発した．共散構造分析によって，恩恵 → 気づき → ポジティブ徳性という大学体育

授業による気づきを媒介変数としたポジティブ徳性の向上効果のモデルの検証を行った．モデ

ルは確認され，学期末にこれらの尺度得点の増加がみられたことから，大学体育授業で自己成長

を促すことができる可能性が示唆された．しかし，健康科学演習型の体育授業はスポーツ種目を

用いる実技実習型の授業より効果が低いことも明らかにされた． 
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